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卸 売 団 地 形 成 に 伴 う都 市 内 部 の

土地利用の高度化― 仙台の場合―

田 辺 健 一 ・ 西 原 純

1序 論

卸売 業 は,最 も重 要 な都 市 の経済 活動 の一つ で,そ

の立地 は都 市 中心 部 を指 向 し,情 報 収 集 の容易 さ ・仲

間取 引 の便利 さな どの集積 の利 益 もあ り,大 都市 で は

同業種 の問屋 街 も形 成 されて来 た。

しか し,近 年 の 日本 の高 度経 済成 長 とそれ に伴 う消

費 の拡大 とに よって,卸 売 業 の取 扱 う商 品の種 類 や数

量 は激増 し,卸 売 活動 は著 し く拡 大 した。 これ に対 し

て,都 市 中 心部 にあ った店 舗 や倉 庫 はそ の拡張 の 困難

さか ら,急 激 に狭隘 化 した。 また,都 市 の成長 に伴 う

地 価 の上 昇 に よ って,地 価 負担力 の高 い金 融業 や サ ー

ビス業 な どの経済 的機 能 と卸売 業 との間 に立地 競争 が

起 こった。 さ らに 自動 車 交通 の増 大 に よ る交通 渋滞 ・

駐車 難 な どの交通 問題 は卸売 活動 に大 きな影 響 を与 え

た。 これ らの都市 中 心部 で の最近 の変 化 は卸売 業 の物

流 に関す る立地 条件 を悪 化 させ た。 これ に対 して,都

市 中心部 で は,他 企 業 との接 触 の容 易 さ,対 企業 サ ー

ビスの利 用,情 報 伝達 技 術 の発達 等 に よって,卸 売業

務 の うち,管 理 ・取 引業 務,宣 伝 ・情 報 収集 業務 な ど

は非 常 に便利 にな った。

この よ うな都 市中 心部 で の卸売 業 の立地 条 件 の変化

に よって,中 ・小規 模 の卸売 事業 所 で は事業 所全 体 が

郊 外へ移 動 したが,大 規 模 な卸売 事 業所 で は,取 引部

門 を中 心部 に残 し,物 流 部 門 を郊外 に移 動 させ る傾 向

があ らわれ た。 そ して都 市 中心 部 で は,取 引部 門 を分

離 残留 させ た大 規模 な卸売事 業 所 の存在 のほ かに,新

たに直 送販 売 の形 態 を とる取 引部 門のみ の卸売事 業所

が増 加 した。 ま た,小 売 業 を兼 営 して い る卸 売事 業所

では,小 売 部 門を残 す傾 向が強 か った。 この よ うな卸

売事 業所 の変態 に よって,都 心地 区 にお け る土地 利用

集約 度 が高 まった(西 原1978)。

しか し,都 市 中 心部 か ら卸 売事 業 所,あ るい はそ の

一 部 の物 流 部門 の転 出跡 地 で あ る都市 空 間 を,ど の よ

うな土地 利 用 が 占居 す る か とい う土地 利 用 の変化 の過

程 は,従 来 で はほ とん ど研 究 され てい な か った 。本稿

では,こ の よ うな土地利 用変 化 の実 態 を 明 らか に し よ

うとす る ものであ る。

卸 売 団地 の建設 は,わ が 国の 多 くの都市 で最 近 急速

に進 め られ て お り,卸 売事 業 所 の団地 へ の移 転 が都市

の地 域構 造 に大 きな影響 を もた らしてい る,と 考 え ら

れ て きた。た また ま,1966年 か ら仙 台東 部 に卸商 団地

の建設 が始 ま り,1971年 の完 成 までに200以 上 の卸売

事 業所 が市街 地 か ら移転 し,そ の跡地 利 用 も初期 の一

時 的 な駐車場 利 用 か ら他 の永久 的利 用へ の転 換 もほぼ

終 了 した の で,卸 商 団地 の事 業 所 を中 心 に1976年3

～7月 に聴 取 り調 査 と移 転 跡地 の実 地 調 査 を実 施 し

た 。

仙 台 の市街 地 を第Ⅰ地 帯 ・第 Ⅱ地 帯 ・第 Ⅲ 地 帯 ・

第 Ⅳ 地 帯 の4地 帯 に分 けた(第4図 参 照)。 第 Ⅰ・第

Ⅱ 地帯 は都 心地 区 と漸移 帯 に一 応相 当 させ た。しか し,

ここで設定 した第 Ⅰ地 帯 は,第1図 の よ うに,代 表 的 な

都 心 的機能 であ る金 融事 業 所 の密 度 が非 常 に高 く,銀

第1図1975年 におけ る金融事 業所(本 店 ・仙 台支

店)の 分布密度(10万m2当 り)
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行 ・保 険会 社 や大 企業 の オ フ ィスの集 中 と建物 の高 層

化 の著 しい地域 であ る。 しか し,小 売 業や 飲食 サ ー ビ

ス業 の集 中 した地 区 の一部 で あ る東 一番 丁北 部地 区や

行 政地 区 は第 Ⅱ地 帯 に属 させ て い るので,こ の第 Ⅰ地

帯 はいわ ゆ る都心地 区 よ りか な り小 さい。 この よ うに

第 Ⅰ地 帯 を とったの は,都 心地 区 の中 の狭 義 の業 務地

区(事 業所 地 区)に ほ ぼ相 当 させ た か ったか らで あ り,

そ の地 帯 で の 立地 競 争 の激 し さの程 度 を 明確 に した

か つたか らで あ る。また,第 Ⅲ 地 帯 は第2次 世界 大戦

まで に市 街地 化 され て いた地 域,第 Ⅳ 地 帯 は第2次

世 界大戦 以 後 に市街地 化 され た地 域 で あ る。

2仙 台卸 商団 地 と移転 事業 所 の概 要

仙 台卸 商 団地 は 「仙 台市 内 の卸売業 者 が取 扱 い商 品

の増 大 に よる店舗 ・倉庫 等 の狭隘,加 えて都 市交 通事

情 の悪化 か ら商 品 の搬 出入 に影 響 が出 て,卸 売 経 営 に

著 しい支 障 が発 生 して来 た」ため,国 の指 定 を受 けて,

1971年3月 に完 成 され た(卸 商 団地組 合 発行 の パ ン フ

レ ッ トよ り)。参 加事 業 所数282社,従 業員 数7200名,

団地 面積 約15万 坪 で あ り,団 地 内部 は,食 料 品 関係

(1)56社,繊 維 関係(2)49社,日 用 品 ・雑貨 ・文 具 ・

紙 関 係(3)75社,建 材化 学 工業 ・薬 品 ・燃料 関係(4)

57社,機 械 金 属 ・電 器 ・車輛 関係(5)45社 の5地 区 に

分 け られ て い る(第4図 参照)。

卸商 団地 事 業所 の うち,聴 取 り調査 に応 じた事 業所

数 は207(こ の うち,仙 台 市 内 か らの移 転 は195事 業

所)で あ ったが,組 合名 簿 ・電話 帳 な どで補足 調査 を

した結 果,仙 台市 内 か らの移転 は245事 業 所,他 都 市

か らの進 出 は12,新 設 が3,不 明25で あ る。本 社所 在

地 は,不 明 お よび新 設 の事 業所 を 除 くと,卸 商 団地 の

事 業所 を本 社 とす る もの が63%,東 京13%,仙 台12%,

東北6県7%,大 阪3%と な ってい る。卸 商 団地事 業 所

の平 均規 模 は従 業員 約25人 で,仙 台市 内 の卸 売事 業 所

の うち で は,中 ～大 規模 な事 業所 であ る。

3移 転 形態 の 分析

仙 台卸 商 団地 へ移 転 した事 業 所 の,旧 所在 地 で の形

態 は さま ざま であ った。 聴取 り調査 の で きた仙 台市 内

か ら移転 した195事 業所 の うち,卸 売 業 のみ の事 業所

は161,卸 売 ・小 売業27事 業 所,製 造 ・卸売 業2事 業

所,製 造 ・卸 売 ・小売 業3事 業 所,施 工 ・卸 売業2

事 業所 であ る。 そ してそ の移 転形 態 に は,事 業 所 全体

が移 転 す る場 合 と事 業 所 の一 部 が移 転 す る場 合 が あ

り,分 離移 転 の場 合 に は,旧 所 在地 に残留 す る部 門 は

卸売 業 のみ の事 業 所 と,卸 売業 と小売 業等 と を兼営 し

て い る事 業 所 で はか な り異 な って い る(第5表 参照)。

第1表 移転前所在地における土地 の所有関係

第2表 移転前所在地 において土地 を所有 して いた

事業所 の全移転後の土地 の所有 関係

(移転後の所有関係 が不 明 な3例 を除 く)

全移 転 の場 合 は,そ の卸 売事 業所 が 占居 して い た都

市 空間 が全 く新 しい他 の土地 利 用 に変 る こ とにな る。

この場 合 の土地 利用 変化 は大 き く,建 物 も新 し く建 て

替 えられ る こ とも多 い こ とか ら,都 市 の地 域構造 に及

ぼ す影 響 は大 きい。 また,一 部 を残 留 させ る場 合 は,

有機 的 に結 びつ い てい る製造 ・卸 売 ・小売 ・施工 ・保

管 の各機 能 部門 の分 離 とい う1事 業所 内の機能 分 化 で

はあ るが,土 地利 用 の点 か らみ れ ば,機 能 地域 の純 化

で あ る。

移 転前 の土 地 の所 有関 係 を第1表 に示 した。 この う

ち,移 転 した195事 業 所 の うち59%が,旧 所在 地 の土

地 を所有(当 該事 業所 の役 員 所有 も含 む)し てい た。

この土 地 所有 事業 所 の分 離移転 率 は0.40で,全 体(旧

所 在地 が所有地 ・借地 ・不 明)に お け る分 離移転 率0.

24(全195事 業所 の うち,46分 離移 転事 業所)に 比 べ

て高 い。中 で も,旧 所在地 が第 Ⅰ地帯 にあ った土地 所 有

事 業所 の分 離移 転 率 は0.52と 高 い値 を示 して い る。一

方,借 地 して いた事 業所78の うち分 離移 転 を した もの
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第2図 地帯別の移 転時期 の中央値

は僅 か1事 業所 で あ る。 土地 所 有事 業所 の全 移転 後 の

跡地 の状 況 は,貸 店 舗 ・貸 ビル ・貸 駐車場 と して所有

地 を賃貸 して い る ものの比 率 が,第1地 帯 で0.73,全

体 で も0.52と 高 率 で あ る(第2表)。 す なわ ち,第 Ⅲ・

第 Ⅱ 地 帯 で の土 地 所 有事 業 所 は そ の土 地 を有 利 に利

用 しよ うとす る意 図 が明 らか に認 め られ る。逆 に,第

Ⅲ ・第 Ⅳ 地 帯 で は売 却 や 自宅利 用 ・未 利 用 の割 合 が

高 くな ってい る。

移 転 時期 の早 遅 は,旧 所在 地 で の立地 条 件 の悪化 の

程 度 を反映 してい る と思わ れ る ので,地 帯 別 に各年 ご

とに,卸 商 団地 へ移 転 した 事業 所数 の積 算 グラ フを作

成 し,移 転事 業 所数 が50%に 達 した時 点 を求 めた(第

2図)。 そ の結果,分 離 移転 事業 所 数 の少 ない第 Ⅳ 地 帯

の場 合 を除 い て,全 移転 の場 合 の 方 が分離移 転 の時 期

よ りもやや 早 い。 それ は,分 離 移 転事 業所 の多 くは,

元 々の所在 地 に おい て小売 部 門 にか な り重 点 がお かれ

てい た ものが 多 く,卸 売 専 業 の全移 転事 業 所 ほ ど移 転

を急 ぐ必要 が な か ったか らで あ り,全 移 転 事業 所 は旧

所在 地 の借 地 の割 合 が大 き く,卸 商 団地 への移 転 の有

利 性 が大 きか った こ とに よる。

また 全移 転 ・分 離 移 転 とも,第 Ⅲ 地 帯 か らの移 転

時期 が か な り早 く,第 Ⅰ・第Ⅱ 地 帯 はそ れ に次 ぎ,第

Ⅳ 地 帯 が若 干 遅 い。 これ は第Ⅲ 地 帯 の卸売 事業 所 の

あ った 周辺商 店街 の立地 条件 の悪化 が最 も激 しか った

こ と,ま た 第 Ⅳ 地 帯 で は交通 条 件 や駐 車 場 ・保 管 ス

ペ ー スに比較 的 恵 まれ てい た ことに よ って い よ う。

4跡 地 の土 地利 用

卸 売業 か ら変 化 した土地 利 用 形態 を,相 対 的 に集 約

的 な グル ー プ 〔小売 業,サ ー ビス業,金 融 ・保 険業,

貸 ビル業,飲 食 店〕 と,粗 放的 なグ ル ープ 〔住 宅,卸

第3図 第 Ⅰ・第 Ⅱ地帯 の跡地 での土地利用変 化

売業,ガ ソ リンス タ ン ド,印 刷業,施 工 業,駐 車場,

倉庫 ・空 屋 ・空地 〕 の二 つ に分類 して,地 帯 別 に考察

した(第3図 ・第4図)。 た だ し,国 鉄 に よって買収(東

北新 幹 線 ・宮城 野貨物 駅 用地)さ れ たた め卸 商 団地 へ

移転 した事 業所 と,貸 ビル か ら移 転 した事業 所 の場 合

とを除 いた。

跡 地 を 占居 した集 約的 土地 利 用 の うち(第3表),小

売業 ・サ ー ビス業 が立地 した割 合 は各地 帯 で ほ とん ど

同 じであ る。 しか し小売 業 の業種 を細 か く検 討 してみ

る と,第 Ⅰ地 帯 で は デパ ー ト ・買廻 り品店 とい う地 価

負担 力 の高 い業 種 が 占居 し,他 の地 帯 で はすべ て 日常

用 品店 で あ る。サ ー ビス業 で も同様 に,第 Ⅰ地 帯 以外 の

地 帯 で は,理 髪 店 ・美 容院 等 の対個 人 サ ー ビスが 多い

が,第1地 帯 で は社会 保険 事業 団体 が 立地 してい る。

また,金 融 ・保 険業,貸 ビル業,ホ テ ル ・病 院,飲

食 店 に移転 跡地 が変化 した もの は,第 Ⅰ地 帯 が最 も多

い。 中で も貸 ビル とな った もの が多 いの が特徴 的 であ

る。金 融 ・保 険業 へ の変化 は第 Ⅰ～第 Ⅲ 地 帯 に おい て
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第4図 第 Ⅲ ・第 Ⅳ 地帯 の跡地での土地利用変化(凡 例 は第3図 と同 じ)

み られ るが,第 Ⅰ地 帯 で 嫁地 元 銀行 の本 店 ・信託 銀 行

の仙 台支 店,第 Ⅱ 地 帯 では生 命保 険 会社,第 Ⅲ 地 帯 で

は地 元銀 行 の事 務 セ ン ター と,都 市 内部 にお け る各地

帯 の特 徴 を反映 して い る。
一 方

,粗 放 的 な土地 利 用 へ の転 換 の中 で(第3表),

卸 売 業 ・駐 車場 へ の 変 化 が 第 Ⅱ地 帯 の外 帯 で最 も多

い(第3図 参照)。Preston(1966)が 卸売 業 ・駐車 場

を"漸 移 帯的土 地 利用(Transition Zone Land Use)"

と分 類 してい るの が うなず け る。駐 車場 は一時 的 な利

用 であ るこ とが多 い が,第 Ⅱ地 帯 の外 帯 にお い ては,

移 転 後5年 以上 も経 過 してい るこ とか ら考 え,漸 移 帯

内 に おけ るParking Zoneの 形 成 現象(Tanabe1973)

とみ るこ とがで き よ う。卸売 業 は,第 Ⅱ 地帯 だ け でな

く,第 Ⅳ 地 帯 に も跡地 利 用 と して立 地 して い る もの

がか な りあ る。 これ らは物流 部 門 を有す る粗 放 的 な土

地 利用 形 態 の卸売 業 で,都 心 地 区 の漸 移 帯 を指 向す る

もの と郊 外 を指 向す る もの との,卸 売 業 の二 つ の立地

傾 向を反 映 してい る。

住 宅へ の転 換 は,第 Ⅲ 地 帯 で最 も多 く,第 Ⅱ地 帯 が

これ に次 ぐが,第 Ⅱ地 帯 の住 宅 のほ とん どは中高 層 住

宅 で,地 価 の都市 内部 で の勾 配 を反映 してい る。倉 庫 ・

空 屋 ・空 地 の よ うな土地 利用 集約 度 の最 も低 いグ ルー

プ は,第 Ⅳ 地 帯 で の跡地 に最 も多 くな って い る。

全移 転事 業所 の跡 地 に起 こ った新 しい土地 利 用へ の

転 換 に おい て,貸 ビルか らの移 転 と国鉄 の用 地 買収 に

よる移 転 の場 合 を除 き,集 約的 な土 地利 用 が 占居す る

比 率 は,第5図 の 如 く,第 Ⅰ地 帯 で 非 常 に高 く,第

Ⅱ～第Ⅳ 地 帯 へ と外 方 に か な りの勾 配 で低 下 して い

る。さ らに,分 離移 転 に よ る小売 業 の第 Ⅰ地 帯 で の残存

を考 慮す れ ば(第5表 参 照),第 Ⅰ地 帯 で の集 約 的土地

利 用 へ の転換 は一 層高 い割 合 とな る。 この結果,こ れ

まで 述 べて来 た よ うに,第 Ⅰ地 帯 に おい て比較 的 集約

度 の低 い卸売 業 か ら,よ り集約 的 な土地 利 用へ の転 換

は激 し く,こ の よ うな土地 利用 の高度 化 の度合 は外 方

に 向か って低 下 し,都 心 か らの距 離 の異 な る各地 帯 の

特 性 を 明瞭 に表 わ してい る。

金融 ・保 険 業,貸 ビル の よ うに地 価 負担力 が 高 い土

地 利用 は,地 価 の高 い第 Ⅰ地 帯 におい て も,移 転跡 地 の

周 辺 の他 の土 地 利 用 が 占居 して い る土 地 を も買 収 し

て,よ り広 い土 地 を 占居す るこ とがあ る。 一 方,跡 地

利 用 として,地 価 の高 い第 Ⅰ・第Ⅱ 地 帯 に粗 放 的 な土

地利 用 が立地 した例 が み られ るが,こ れ は従来 の卸売

業 の土地 利 用 の原単 位 が小 さ く,そ の跡地 の広 さに見

合 う小 さな土 地 利用 単位 の場 合 や,集 約的 土地 利 用 へ
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第3表 全移転事業所 の跡地利用

第5図 集約的土地利用への転換率

の転 換 前 の一 時 的 な利 用 の場 合 に み られ る だ け で あ

る。

全移 転後 の 旧所在 地 に おけ る建物 の新 築数(改 築 を

除 く)は,地 域 の新 陳代 謝 の度 合 を示 してい る もの と

思わ れ るが,第 Ⅰ地 帯 にお いて最 も多 く,第Ⅱ 地 帯 が

第4表 各地帯の新陳代謝

第5表 分離移転事業所の残留部門

(倉庫 は卸売 のためのもの)

これ に次い で い る(第4表)。 一 方,建 物 を撤 去 し,空

地 の ま ま放 置 した り,あ るい は一 時 的利 用 としての駐

車場 に した りして い る もの は,新 陳 代謝 の前 段 階 とみ

られ るが,第 Ⅱ地 帯 の 外帯 や第 Ⅲ 地 帯 に多 くみ られ

る。立地競 争 の激 しい第 Ⅰ地帯 で は,建 物 の撤去 後,一

時的 には駐 車場 や空 地 とな るが,短 期間 に新 しい建物

が作 られ,新 陳代謝 の速 さ と土地 利 用 の質 的 な高度化

を明確 に示 してい る。



104 東 北地 理30-2(1978)

5分 離移転の残留部門

分離移転事業所の残留部門は,元 の所在地での事業

所の形態に強く関係しているので,元 の事業所の形態

毎に地帯別の特徴をみてみよう(第5表)。

卸売業のみの事業所で管理部門を残留させたもの

は,各 地帯でほとんど違いがない。総務 ・人事 ・経理

など日常的な業務を行 う管理部門は,都 市の特定の地

帯にこだわらぬfoot looseな 立地傾向を示している。

この傾向は卸売業と小売業等と兼営化していた事業所

の場合 と同様である。しかし,管理部門だけを第Ⅰ地帯

に残留させた事業所や,移 転に際して管理部門のみを

第 Ⅱ地帯か ら第 Ⅰ地帯に移転させた事業所 もみられ

る。これらは全国に販売網をもつ大企業の,東 北地方

を販売区域とする子会社の東北本社で,東 北地方の営

業所を統括し,広 い範囲での情報収集や他業種の企業

との接触の必要性,高 度なdecision making機 構の存

在が,こ のような管理部門の第Ⅰ地帯指向の要因と

なっている。

卸商団地移転に際し,卸 売部門を旧所在地 と卸商団

地に分割した例が5社 あった。これらはそれぞれ取扱

い商品の分担が行なわれ,都 市内部の旧所在地(第

Ⅰ～第 Ⅲ 地帯)で 保管 ・輸送の容易な商品を取扱って

いる場合と,直 送販売を行っている場合があり,都 市

内部における土地利用の集約化がはかられている。倉

庫の残留数をみると,そ の比率は第 Ⅰ地帯から順次高

くなっているが,倉 庫のみの残留は第Ⅱ地帯と第 Ⅳ

地帯に多い(第3図 参照)。第 Ⅱ地帯で倉庫のみを残留

させたものは,外 帯にあり,こ れは土地利用の更新を

待つ一時的利用とみられる。

小売業を残留させて分離した事業所は,創 設時期が

古 く,そ の元の分布は城下町時代からの商業地区と深

く関連し,旧 街道筋の特権商業地区から発達した現在

の中心商店街(第 Ⅰ地帯)や 周辺商店街(第 Ⅲ 地帯)

に多 くみられる。 これらは小売と卸売を兼ねていた老

舗であったから,小 売部門を店の看板として商店街に

残留させ,卸 売部門のみを卸商団地に移転させた。こ

のことは小売商店街の機能の純化である。元の卸売部

門のスペースは,小 売のための保管スペースとして利

用されている。その結果,小 売機能は強化されたが,し

かし小売売場面積を拡張したり,店 舗を新築するとい

う積極的なことはほとんどない。

製造 ・卸売業の両部門を併せもつ事業所は第 Ⅲ ・

第 Ⅳ 地帯に,施 工 ・卸売業の事業所は第 Ⅱ地帯に分

布していたが,い ずれも製造,施 工部門を元の所在地

に残留させている。

第6図 分離移転における倉庫の残留率

分離移転事業所の残留部門からみた,各 地帯での機

能的な高度化の度合を評価するために,分 離移転した

全事業所が元の所在地において備えていた卸売のため

の倉庫の残留率を求めた(第6図)。 それによると,第

Ⅰ地帯では機能分化による高度化が著 しいものの,第

Ⅱ地帯では新しい土地利用への転換を期待 し,粗 放的

な形態で放置され,高 度化の度合は低 くなっている。

特に,都 心地区の漸移帯にあたる第Ⅱ地帯の外帯で

は,全 移転跡地に駐車場が多くみられたことと考え合

せ,土 地利用の更新が遅れているといえよう。また分

離移転の場合には,全 移転と比べて建物の新築が非常

に少なく,第Ⅰ地帯に3例 みられただけで,都心地区の

景観形成に与える影響は小さかった。

6結 論

都市の成長につれて,都 市中心部での土地利用の高

度化と純化が起っていることは,こ れまでの都心研究

によって既に指摘されている。本研究はこれに加 えて,

卸売事業所の転出跡地の再利用と事業所内部における

機能分化について,集 約的土地利用への転換と集約的

機能部分の残留が明らかにされ,土 地利用の高度化と

純化が裏付けられた。すなわち,卸商団地の形成に伴っ

て,仙 台の中心部(第 Ⅰ・第 Ⅱ地帯)の 土地利用の高度

化,機 能地域の機能の純化が行なわれたことは事実で

ある。

しかしながら,卸 商団地が仙台東部の都市計画の一

環として,宮 城野貨物駅 ・倉庫団地 ・貨物自動車ター

ミナル・自動車工業団地 ・中央卸売市場 などととも

に,国 道4号 線仙台バイパス沿いに,新 しい商業地区

を形成し,城 下町起源の旧市街地 とは全 く異なった景

観を示すにいたったのに対し,卸 売事業所の移動から

惹き起こされた旧市街地での景観変化はそれ程著しく
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ない。 もち ろん,ほ とん ど完 成 された都 心 の機能 地 区

が,卸 売業 の立地 変動 だ けか ら著 しい景観変 化 を招来

す る とは考 え られ な いが,都 心 の 再開 発地 区 の計画 も

1,2の 地 区 で考 え られて い る時 期 で もあ った し,自 然

発生 的 な変化 にのみ ゆだ ねた こ とに は問題 が あろ う。

東 部 の卸 売 団地 の造成 の先 行投 資 の見 返 りと して,移

動 事 業所 の跡地 利 用 に対 し,都 市計 画 として の細 かな,

しか し強力 な指導 が 必要 で はな か った ろ うか。

なお,こ の研究は,総 合研究 「都心お よびその周辺地域の

再開発形態」(代表者 田辺健一)の 一環 である。 また,聴

取 り調査 に快 く応 じて下 さった卸商団地事業所の皆様 に深

く感謝 します。
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The Upgrading of Land Uses on Sites Vacated by the Relocated 

Wholesale Establishments A Case Study of Sendai 

Ken-ichi TANABE and Jun NISHIHARA

The land use of wholesales, which handle large 

quantities of goods and require large space for storage 

and distribution, is less intensive than those of retails, 

finances, etc. Rising land values, severe competition 

for space and traffic difficulty have induced many 

wholesale establishments to relocate outward from

Zones Ⅰ and Ⅱ to Zones Ⅲ and Ⅳ (Fig.4).

The purpose of this article is to examine land use 

conversions on sites vacated by the relocation of 

wholesale establishments to the Wholesale Estate on 

the east of Sendai. Such relocations have two types : 

complete one, in which the previous site is completely 

vacated, and partial one, in which only selected func-

tions remain.

(Ⅰ) Intensification of land use by complete relocation

In Zone I, open spaces created by the complete relo 

cation of wholesale establishmants have mostly beer 

converted to more intensive land uses (i.e. retails, ser 

vices, restaurants, rental office buildings, hotels, hospi

tals, etc.), and rarely to less intensive land uses (i.e. 
residences, printings, constructions, parkings and other 

wholesales). The occupying ratio of intensive land

uses to the whole declines precipitously from Zone I to

Zone Ⅳ (0.77,0.39,0.23,0.15). The intensity of land use

by zone varies even within a particular intensive land 

use category. For example, retail establishments lo-

Gated in Zone Ⅰ sell "shopping goods", but those in

Zones Ⅱ, Ⅲ and Ⅳむ sell "consumer's goods".

(Ⅱ) Functional differentiation by partial relocation

The partial relocation of the wholesale establish-

ments has brought about spatial differentiation of 

functions. Some of the wholesale establishements 

remained subsidiary functions, such as processing, con-

structing, or retailing. Functions with extensive land 

use have been relocated to the Wholesale Estate, and 

those with intensive land use such as retail facilities 

have remained in place. Such changes resulted in the 

upgrading and specialization of land uses in the site, not
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only in Zones Ⅰ and Ⅱ but also in Zone Ⅲ.

In conclusion, most of sites formerly occupied by 

wholesale establishments have been converted to more

intensive land uses, in the central zone (ones Ⅰ and Ⅱ).

This intensification has been especially stronger in Zone

I, where banks, rental office buildings, hotels, etc. have 

been newly constructed on the vacated sites. But, the 

relocation of wholesale establishments has not effected 

greater upon the refining of functional structure of 

inner urban areas.


